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論 文 の 要 旨 

   
インドネシアの政治制度は、スハルト体制の崩壊後に大きく変化した。それまでの中央集権的な権威主義

体制から、市民的自由権が保証され、行政や立法における国軍の制度的関与もなくなり、自由な選挙に基づ

く議会制民主主義が定着した。民主化と同時に、地方分権化も急速に進展して、地方政府首長も地方議会議

員も選挙で選出されるようになった。こうした背景から、2000年代以降のインドネシア政治研究は、分権

化に伴う地方政治の展開を新たな焦点にして、それがスハルト時代と比べてどのように異なるのか、あるい

は本質的にそれほど変化していないのかについて、研究が発表されるようになった。 
本論文は、そうした民主化と分権化が制度的に定着したインドネシアの地方政治を対象にして、新しい政

治エリートが台頭した背景について、西スマトラ州および南スマトラ州において実証的に調査を重ね、そこ

で収集し分析した成果に基づいて新たな分析視点を提示している。 
 
本論文は序章と終章を含め、全7章から構成されている。  
第1章では、本論文の目的、基本的な概念の定義が述べられている。次に、本論文の目的は、分権化によ

り地方政府の「応答性(responsiveness)」がいかに変化しているかを捉えることであり、応答性を捉える視

点として、本論文の枠組みでは、選挙への参加（選挙活動および投票を含む）、市民社会団体による腐敗防

止等の監視活動、村から県レベルに至る地方レベルでの予算策定活動を分析の対象とすることが述べられて

いる。本論文は、これらの分析対象を通して、応答性を捉えることにより、新しい行動様式をもつ地方エリ

ートがインドネシア政治に台頭していることを実証的に論じて、先行研究に対する新しい視点を提供するこ

とを目的としている。 
また、本論文が西スマトラ州と南スマトラ州を対象としたのは、インドネシアの33州のうち、スマトラ

地方での事例研究は、ジャワやスラウェシに比べて少ないこと、しかもエリートの応答性に関して注目を集

める事例が西スマトラ州と南スマトラ州にみられることを、著者は指摘している。この章では、これら２つ

1 
 



の州の概況についても説明がなされている。 
第2章は、インドネシアの政治エリートに関する先行研究についての検討である。著者は、まず「エリー

ト優位論 (Elite Dominancy)」にたつ先行研究の論点について、寡頭支配 (oligarchy)や世襲主義

(patrimonialism)、癒着型民主主義(collusive democracy)等の議論をまとめ、それらの論点に共通するのは、

エリート構成やエリートによる国家資源の略奪的行為が不変であること、および市民社会は断片的で脆弱で

あるという前提に基づいていると指摘している。次に、著者は、そうした「エリート優位論」に批判的な見

地に立つ先行研究の論点をまとめており、そこでは制度の変容により、政治エリートの構成や行動に多少と

も本質的な変化がみられるという指摘があることなどを論じている。 
こうした多様な先行研究の論点を整理したうえで、著者は、本論文の分析概念として、地方政治の新しい

タイプと古いタイプの指導者像について理念型を提示している。 
第3章と第4章は、選挙という政治参加を通して選出された政治指導者が、当選後に実施した政策に、ど

のような応答性が見られるかについて実証的に論じている。第3章では、南スマトラ州知事アレクス・ヌル

ディン（Alex Noerdin）を対象にして、ヌルディンが州知事選挙を通して訴えた主な政策綱領のうち、高

校教育までの無償化とすべての住民への保健所診断無償化が実施された経緯を記している。著者は、ヌルデ

ィンの州知事選挙およびその後の州行政知事からうかがえるように、選挙戦で訴えた主要な政策綱領を実施

することを重視するという意味で、地方政治に新しいエリートが台頭していることを指摘している。換言す

れば、ヌルディンは、従来型のクライエンタリズムではなく、広汎な有権者層から高い評価を得ることが権

力の源泉になると認識している点で、従来とは異なる新しいエリートであると、著者は論じている。  
第4章では、西スマトラ州知事のガマワン・ファウジ（Gamawan Fauzi）の知事選挙およびその後の州

行政を分析している。著者は、ガマワンの知事当選の背景には、汚職撲滅キャンペーンでの彼の知名度によ

るところが大きかったこと、および汚職撲滅に対する有権者の期待が大きかったことがあると指摘している。

ガマワンは、1995年から同州ソロック県の県長を務めており、このソロック県では、ガマワンが首長とし

て2002年にドイツの対外援助機関(GTZ)と協定を結び、政治腐敗撲滅のための社会的プロジェクトを実践す

る市民社会団体「監視と助言のための独立委員会（LIPI）」を立ち上げたこと、ガマワンは当時その市民社

会団体を設立した当事者であったことなどを著者は述べている。著者は、LIPIが世界銀行からガヴァナン

ス向上支援を受けたプログラムも実施していたことなども指摘しており、こうした外国援助機関による「ガ

ヴァナンス」向上支援が、ガマワンの知名度を上げる大きな要因であったと論じている。 
第5章は、西スマトラ州における腐敗監視のための市民社会団体が、同州の政府や議会における予算執行

の過程を監視し、州議会議員55名のうち43名が議員歳費に関する政令（2000年第110号）に違反していると

告訴したことをめぐる顛末を中心に論じている。市民社会団体によるこの行動は、州議員側が国会議員やユ

ドヨノ大統領に介入の請願をしたことで大きな社会問題になったが、結局、最高裁の判決により、告訴され

た議員は無罪となった。この間に西スマトラ州での市民社会団体が分裂したが、そうした市民運動の挫折の

要因の一つが、政治エリートとメディアの連携による情報の制約にあったと論じている。 
第6章は、村から群レベルを経て県レベルの開発企画委員会(Musrenbang)まで、ボトムアップ型で行政と

議会の合同の開発企画委員会が、どのように市民の意見に応答して政策を決定しているかについて、西スマ

トラ州ソロック県の事例を実証的に論じている。そして結局、市民が参加しない最終段階の非公開会議で、

県行政の意見に配慮した予算変更がなされたことが指摘されている。 
そうした背景の一つとして、有権者にとってメディアから得る情報では、予算の全体像がつかみきれない

が、政治エリートには、そうした情報の制約が少ないこと、すなわち情報の非対称性が市民社会の脆弱性の

一つの要因であると、著者は指摘している。 
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第7章の終章で、本論文の結論として、インドネシアの地方政治には、スハルト時代の政治エリートとは

タイプの異なる政治エリートが台頭しておリ、市民社会の参加もそうした新しい現象を支える要因になって

いるものの、彼らは旧来の政治エリートに取って代わる存在になっているわけではないと著者は論じている。

また、そうした新しい政治エリートの出現は、野心的な政治家にとって地方選挙が社会的台頭の手段となっ

ているためでもあると論じている。 
 

審 査 の 要 旨 
１ 批評 

 
本論文は、スハルト体制崩壊後 2000 年代を通して、民主化と分権化が定着したインドネシアにおいて、

地方における州知事選挙を通した州行政への市民の要望の表出と選出された州政府の対応について、２つの

州政府を事例として検証しており、さらに県レベルの予算策定過程における市民の参加や市民社会団体の腐

敗監視活動を事例に、市民と行政や議会の関係の変化を２つの県レベルについて実証的に検証している。本

論文は、先行研究文献の整理も多面的に行われており、４つの章における事例研究が、いずれも著者独自の

現地調査によって得られた成果であることは高く評価できる。 
本論文の中心テーマである、分権化が市民の政治参加を促進し、それが地方の行政府や議会の市民に対す

る応答性を高めているか否かという議論について、とくに新しいタイプのエリートと旧来の政治エリートと

の比較について、概念の精緻化を工夫している点も、理論的枠組みとして評価できる。 
ただ、本研究の結論をふまえると、新しいエリートの台頭は、どの程度持続可能なものなのか、あるいは

いずれ世襲的エリートに変化していくことになるのか、より掘り下げた議論があればよかったと思う。また、

本論文では、情報アクセスへの非対称性やメディア情報の限定性、市民社会の脆弱性が指摘されているが、

全国的メディアやインターネットを通したいわゆるソーシャル・メディアの影響があまり考慮されていない

印象も受ける。 
しかしながら、全体として、本論文はその議論の一貫性と分析視角の独創性、および事例研究の独自性に

おいて、博士論文の水準に達していると評価できる。 
 

２ 最終試験 
  平成２６年１月９日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本論

文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で

合格と判定された。 
 
３ 結論 
  上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十

分な資格を有するものと認める。 
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